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機構改革のお知らせ 
 

 

参天製薬株式会社（本社：大阪市）は、以下のとおり 2011 年 4 月 1 日付機構改革を行いますので、お

知らせいたします。 

 

今回の機構改革は、当社の中期的な経営戦略の実現に向け、組織基盤の強化を目指しています。 

 

経営陣の強化策として、米国・欧州事業及び日本・アジア事業を管掌する専務執行役員 2名を置き、経

営執行体制を強化すると共に、海外事業展開を推進する体制を構築します。詳細については、「執行役

員人事に関するお知らせ」をご参照下さい。 

 

研究開発部門については、成長を牽引するグローバル新薬の開発を加速するために、国際共同臨床試験

の機能を担う中核拠点として、米国の臨床開発部門の強化を図っていきます。国内の研究開発部門につ

いても製品パイプラインの充実を図るべく、既存の研究開発センターの機能を再編し、眼科研究開発セ

ンターとリウマチ研究開発センターを設立し、高い専門性を有し競争力のある開発体制への変革を推進

します。 

 

国内事業については、医薬事業、薬粧事業、サージカル事業の枠を超えた連携を強化し、各事業の成長

及び新たな事業戦略の創造を推進します。 

 

アジア事業は、事業企画・管理室、学術・マーケティング室、アセアン事業推進室を設置し、中国を含

むアジア事業の成長を促進させるための事業戦略推進体制の確立と経営支援体制を強化します。 

 

発令日：2011 年 4 月 1日 

1. 機構改革 

【社長直轄】 

 コーポレート・ソーシャル・リスポンシビリティグループ（CSR グループ）を廃止し、人材組

織開発・CSR 本部へ機能を移管する。 

 



【業務本部】 

 業務本部を廃止する。業務本部の既存の機能については、関係する本部に移管する。 

 

【企画本部】 

 事業開発部を廃止し、事業開発及びライセンシング活動を行う事業開発室と、製品ポートフォ

リオ戦略の立案・モニタリング、グローバルマーケティングを行う製品企画室に再編する。 

 法務・特許グループを知的財産グループとする。 

 

【人材組織開発・CSR 本部】 

 人材組織開発本部（基本理念実践主管）を人材組織開発・CSR 本部（基本理念実践主管）とす

る。 

 CSR 統括部を新設し、社長直轄のコーポレート・ソーシャル・リスポンシビリティグループの

機能を移管、コンプライアンス推進グループと環境・安全衛生室を新設する。 

 業務本部 業務改革推進室並びに情報システム室を人材組織開発・CSR 本部へ移管し、情報シ

ステムグループとする。 

 

【管理本部】 

 行政・業界団体との渉外機能及び営業支援機能を担う東京支店を新設する。 

 総務グループ 会社法務チームを法務グループとする。 

 業務本部 コーポレートサービスグループ、ファシリティサービスグループ並びに営業業務支

援グループを管理本部へ移管し、業務グループとする。 

 

【信頼性保証本部】 

 信頼性企画推進室と信頼性保証室を統合して、信頼性保証・企画推進室とする。 

 安全性管理室を安全管理グループとする。 

 

【研究開発本部】 

 薬事グループを薬事・薬制グループに改称する。 

 研究開発業務グループを本部長直轄から開発企画統括部に移管する。 

 研究開発センターの機能を再編し、リウマチ研究開発センターと眼科研究開発センターを設立

する。 

【生産物流本部】 

 生産技術センター バリデーションチームをバリデーション室とする。 

 

【アジア事業部】 

 中国事業統括室、アジア企画グループ、アジア営業推進グループを廃止し、事業企画・管理室、

学術・マーケティング室、アセアン事業推進室に再編する。 

 

以 上 


